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この記事につい

てのお問い合わ

せは森内までお

気軽にどうぞ。 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弁護士法人デイライト法律事務所は、労務、ビジネス関連のニュースや当事務所の近況などを、ニュー

スレターとして不定期にお送りさせていただいております。四季折々のお手紙としてご理解いただき、当事

務所の近況やご挨拶のほか、企業法務に携わる方に少しでもお役に立てる情報となれば幸いです。 

 

今月の内容 

●パワハラ訴訟～積水ハウスの事例からパワハラ問題を考える 

●改正パートタイム労働法の施行 

●弊所セミナー情報 

●ジムに通い始めました 

 

●パワハラ訴訟～積水ハウスの事例からパ

ワハラ問題を考える 

 

○積水ハウスと自殺男性の両親とのパワ

ハラ訴訟で和解が成立 

 

積水ハウスの社員だった男性が自殺し

たのは上司によるパワハラが原因だった

として、男性の両親（原告）が同社（被告）

に慰謝料等の損害賠償請求（約９３００万

円）をした事件で、平成２７年３月２４日

付で、同社が解決金６０００万円を支払う

条件での和解が成立しました。 

 

本訴訟で原告は、男性の上司が男性に対

して、男性の部下に対する指導監督不足を

理由に、日常的・継続的に「死ね」「クビ

にする」等と罵倒していたことが自殺の原

因だったと主張しました。 

 他方、被告は、上司が男性を叱責したこ

とはあったが、罵倒はしていないと反論し

て請求棄却を主張しました。 

  

 

 

 

○パワハラ問題の争点 

 

パワハラ問題に適切に対処するためには、

パワハラ問題で争点となり得ることを押さ

えておくことが重要です。 

そこで、本稿では最近の積水ハウスの事例

に触れつつ、パワハラ問題の争点という観点

からこの問題を考えていきたいと思います。 

 

 パワハラ行為の法的性質 

 

パワハラ問題の争点を考えるにあたって

は、まず、パワハラ行為が法律上どのように

判断され得るのかを知っておく必要があり

ます。 

 例えば、Ａ社の職場内で、労働者Ｘが労働

者Ｙに行った行為がパワハラ行為にあたる

場合、Ｘの行為は不法行為（民法７０９条）

に該当し損害賠償責任の対象となる可能性

があります。Ｘの行為はＹの法的利益（例：

身体、名誉感情、人格権）を不法に侵害する

違法行為だからです。 

そしてこの場合、Ａ社は 

・使用者責任（民法７１５条） 

・債務不履行責任（民法４１５条、具体的に 
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は安全配慮義務違反、職場環境を維持する義 

務違反） 

を追及される可能性があります。 

 

つまり、職場においてＸがＹにパワハラ行

為を行った場合、そのＸを使用していたＡ社

もその責任を負う可能性があります（使用者

責任）。 

 また、Ａ社が良好な職場環境を維持する義

務を怠ったためにＸによるパワハラ行為が

なされたとして、Ｙに対してその義務違反の

責任を負う可能性があります（債務不履行責

任）。 

 

 パワハラ問題で争点となり得ること 

  

このように、会社がパワハラ問題を考える

際には、まず、ある従業員が別の従業員に行

った行為を検討し、その次に会社がそのこと

に対して何らかの責任を負うのかを検討す

る必要があります。 

 具体的には、次の点を検討します。 

①まず、加害者と被害者を特定する。 

②次に、問題となっている具体的な行為（い 

つ、どこで、どのような言動が行われたか） 

を特定する。 

③②がパワハラ行為と評価できる場合、被害 

労働者にどのような損害が発生している 

のかを検討する。 

④パワハラ行為（②）と被害者に発生した損

害（③）の間に因果関係が認められるのか

を検討する。 

⑤行われたパワハラ行為は事業の執行に関 

するものかを検討する（業務とはまったく 

関係ない私的行為か否か等） 

⑥会社は良好な職場環境を維持するために、 

なすべきことをしていたかを検討する 

（例：社員教育、相談窓口の設置等）。 

 

もちろん、争点になり得るものはここに挙

げたものだけではありません。 

 

 

また、事件ごとに争点となることは異なっ

てきます。 

例えば、今回取り上げた積水ハウスの事例

では、上司の行った行為が何か、その行為が

パワハラ行為と判断できるのかが１つの争

点となりました。 

 

○未然防止の重要性 

 

パワハラ問題は、どの企業にも起こり得る

ことであり、裁判の形で顕在化することもあ

ります。 

しかし、裁判の形で問題が顕在化してしま

うと、企業は前記①～⑤を検討するなどの対

応を余儀なくされます。また、今回取り上げ

たケースのように、多大な損害（例：経済的

損害、風評被害）を被ります。 

そのため、裁判となることをできる限り回

避するなど、パワハラ問題を未然に防止する

ことが非常に重要になります。 

そしてその一例として、⑥良好な職場環境

を維持するためになすべきことをしておく

ことが必要となります。 

 

○弊所のパワハラ問題への対応 

 

とはいえ、パワハラ問題は、企業にとって

悩ましい問題であり、かつ、難しい対応を迫

られるものですから、これを未然に防止する

ためには専門家による様々なサポートを受

けることが不可欠です。 

  

この点について、弊所には、ハラスメント

専門の女性弁護士がおり、ハラスメントの研

修を行っています。 

また、弊所は、顧問先企業に対して相談窓

口サービスを実施しています。というのも、

中小企業の場合、ハラスメント専門の担当者

の育成、人件費を考えると内部に相談窓口を

設置するのは難しいことです。そのため、中

小企業では、外部の専門機関をハラスメント 
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の窓口とすることが有用であるからです。な

お、厚生労働省も弁護士等の専門家を相談窓

口とすることを推奨しています。 

  

弊所の顧問先企業に対する相談窓口サー

ビスについては、こちらをご覧ください。 

 

http://www.fukuoka-roumu.jp/160/ 

 

また、弊所のパワハラ問題への対応につい

てはこちらをご覧ください。 

 

http://www.fukuoka-roumu.jp/110/11030/ 

 

http://www.fukuoka-roumu.jp/160/ 

 

●改正パートタイム労働法の施行 

 

○改正パートタイム労働法の概要 

  

 昨年改正されたパートタイム労働法が、平

成２７年４月に施行されました。 

 この改正は、正社員とパートタイマーとの

待遇面等での格差是正のためになされたも

のであり、会社の労務管理に大きな影響を与

えると予想されます。 

 

そして、具体的な改正点は 

・正社員との差別的取扱いが禁止されるパー

トタイマーの対象範囲の拡充 

 

・パートタイマーを雇い入れた際の事業主が

講ずる雇用管理に関する文書交付義務、説

明義務 

 

・パートタイマーからの相談に対応するため

の事業主による体制整備の構築義務 

 

・パートタイマーに対する、会社の福利厚生

施設の利用機会の促進 

 

 

・パートタイマーの通常の労働者への転換推

進のための体制構築義務 

など多岐にわたります。 

 

また、今回の改正に実効性を持たせるため

の制度（過料、公表制度等）も制定されまし

た。 

 

○会社の労務管理への具体的な影響 

 

上記のとおり、今回の改正パートタイム労

働法の施行により企業経営者に課される義

務が増えることで、会社(とりわけ、パート

タイマーの人数が多い会社)の労務管理に大

きな影響を与えると予想されます。 

また改正によって必然的に、パートタイマ

ー用の就業規則、雇用契約書・労働条件通知

書、社会保険の見直し等の対応が必要となっ

てきます。 

 

○弊所の対応 

 

 今回の大改正に対応してもらうべく、弊所

では、法改正の具体的内容や、改正への対応

方法について、セミナーを開催いたします。 

 また、今回の改正に対応した「パートタイ

マー採用時確認書」を作成いたしましたの

で、今月のニュースレターと併せて送付させ

ていただきます（顧問先企業限定となりま

す）。 

 改正によって、事業主は、パートタイマー

を雇い入れたとき、速やかに、差別禁止、賃

金、教育訓練、福利厚生、正社員への転換に

関して講ずる措置を説明することが義務づ

けられました。この書式は、パートタイマー

を採用した際、事業主が講ずる措置の内容を

説明するときに使用する確認書です。 

  

是非ご活用いただければ幸いです。また、

顧問先企業の担当者様は、ご不明な点等あれ

ばご連絡いただければ幸いです。 

 

 

 

Page3 

http://www.fukuoka-roumu.jp/160/
http://www.fukuoka-roumu.jp/110/11030/
http://www.fukuoka-roumu.jp/160/


 

ｄふぁｆだｆｆだふぁふぁ fdafdafdad 

dfaddafafdfa 

     ２０１５年４月号 

ＤＡＹＬＩＧＨＴ ＴＩＭＥＳ 
            経営者・法務担当者のためのニュースレター 

 

 

 

●弊所セミナー情報 

○パートタイマーを雇用している企業様必

見セミナー 

 日 時：平成２７年６月８日（月） 

     １４：００～１７：３０ 

 会 場：ＫＭＭビル ４階 第１会議室 

     北九州市小倉北区浅野 

２丁目１４－１ 

 参加料：３０００円 

     ※ただし、顧問先企業様は無料 

 定 員：３２名 

【セミナーの概要】 

第１部 「改正パートタイム労働法が企業

へ与える影響と法的対応の実務」 

第２部 「パートタイム労働者をめぐるト

ラブル事例と紛争予防のポイン

ト」 

 第３部 「パートタイム労働者にかかる労

務管理の実務」 

 

第１部では、弊所代表弁護士の宮﨑が、改

正パートタイム労働法が会社の労務管理に

与える影響と法的対応について、企業側の弁

護士の立場から分かりやすく解説いたしま

す。 

 第２部では、弊所弁護士の西村が、パート

タイム労働者をめぐるトラブル事例の傾向

の分析結果と会社が取るべき対策について、

企業側の弁護士の立場から分かりやすく解

説いたします。 

 第３部では、社会保険労務士が、パートタ

イム労働者の労務管理に関わる助成金、規

定、社会保険、賃金等について分かりやすく

解説いたします。 

 

○企業のためのマイナンバー制度対策セミ

ナー 

日 時：平成２７年６月２３日（火） 

    １４：００～１７：３０ 

会 場：ＫＭＭビル ４階 第１会議室 

    北九州市小倉北区浅野 

２丁目１４－１ 

 

 

参加料：３０００円 

     ※ただし、顧問先企業様は無料 

 定 員：３２名 

【セミナーの概要】 

第１部 「マイナンバー制度の仕組みと実

務」 

第２部 「個人情報漏洩問題の事例に学

ぶ、賠償責任の傾向と対策」 

第３部 「マイナンバー制度の罰則規定と

法的対応の実務」 

 

 本セミナ―では、すべての事業者に求めら

れるマイナンバーの具体的な運用、個人情報

漏洩のリスクや安全管理体制の整備につい

て、社労士・弁護士・税理士の３人の専門家

がそれぞれの視点に立って、分かりやすく解

説いたします。 

 

なお、セミナーの詳しい情報については、

こちらからもご覧いただけます。 

http://www.daylight-law.jp/138/ 

 

ふるってご参加ください。 

 

●ジムに通い始めました 

  

私事で大変恐縮ですが、体調管理も兼ねて

本年度からジムに通い始めました。 

 良い気分転換になりますし、疲れにくくな

っているのが実感できます。 

  

 ５月になろうとしていますが最近は寒暖

の差があるように思います。 

どうぞご自愛ください。 

※転記フリー※ 

このニュースレターは転記フリーです。 

役に立つと思ったら、転記していただいて結構です。 

 

今回の記事に関するお問い合わせはこちらまで 

森 内  公 彦  

電話番号: 092-409-1068 

e-mail：info@daylight-law.jp 
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